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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第17期

第３四半期連結
累計期間

第17期
第３四半期連結
会計期間

第16期

会計期間
自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日

自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日

自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日

営業収益 (千円) 2,891,393 1,162,887 2,469,477

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) 488,254 238,783 △558,350

四半期(当期)純利益 (千円) 327,682 134,388 613,014

純資産額 (千円) ― 4,471,919 4,289,363

総資産額 (千円) ― 7,350,745 7,317,597

１株当たり純資産額 (円) ― 36,713.27 33,499.81

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 2,585.94 1,079.46 5,140.54

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ 5,077.06

自己資本比率 (％) ― 60.7 58.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 47,333 ― 1,237,093

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △280,157 ― △1,146,283

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △240,623 ― 1,842,847

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 2,289,299 2,764,710

従業員数 (名) ― 80 84

(注) １  営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２  第17期第３四半期連結累計期間及び、第17期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 80

(注) 従業員数は、当社グループの就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 51

(注) 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【営業収益の状況】

(1) 営業収益実績

当第３四半期連結会計期間における営業収益実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとお

りであります。
　

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日
    至 平成20年12月31日）

投資顧問事業 (千円) 49,997

うち管理報酬 (千円) 24,087

うち成功報酬 (千円) 20,934

うちその他 (千円) 4,975

ディーリング事業 (千円) 720,268

プロップハウス事業 (千円) 380,599

外国為替証拠金取引事業 (千円) 18,064

営業投資事業 (千円) △ 6,042

合  計 (千円) 1,162,887

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の営業収益実績及び当該営業収益実績の総営業収益実績に対する割合

相手先

当第３四半期連結会計期間

営業収益(千円) 割合(％)

NEWEDGE FINANCIAL SINGAPORE PTE. LTD.599,721 51.6

株式会社東京工業品取引所 374,998 32.3

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４ 事業の種類別セグメントについては、第１四半期連結会計期間より事業区分の変更を行っております。詳細は

「第一部 企業情報 第２ 事業の状況 ３ 財政状態及び経営成績の分析」をご参照ください。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。
　
(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日～平成20年12月31日）においては、世界的な需要の急減

・モノとお金の流れの停滞が、未曾有のスピードで深刻化しました。国内外で、企業の業績下方修正、投資計

画の縮小、人員削減の発表が相次ぎ、先進諸国では景気後退が決定的になりました。各国政府から、金融安定

化策や景気刺激策が次々と発表される中、本邦株式市場は、平成20年末にかけて、安値からはかなり回復し

ましたが、依然として不安定な値動きが続いています。

この間、当社企業グループの主要事業と関わりの深い商品市況も、景気低迷による需要減退と投資資金の

引き出しの余波を受けて暴落しました。エネルギー市場では、OPECが原油の大幅減産を発表したものの、世

界的な石油製品需要後退懸念が根強く、米国WTI原油先物市場は12月半ばに１バレル当たり32ドル台まで急

落しました。僅か５ヶ月で７月の高値から価格が約４分の１になったこととなります。その他の商品も、安

全資産として投資が集まった金を除いて全面安の展開でした。また、国内商品市場では、ドル建て商品価格

の下落に加えて、ドル安円高の影響が加わり、円建ての商品価格は下げ幅を一層大きくしました。

商品先物市場の値動きの大きさは、当社企業グループの主要事業であるディーリング事業並びにプロッ

プハウス事業に対しては、第２四半期に続いて好影響を与えました。一方、投資顧問事業においては、商品指

数連動型運用で商品価格の急落に伴って運用資産が減少した他、機関投資家を中心に投資マインドが凍結

してしまい、第３四半期中に見込んでいた新規運用資産獲得は達成できませんでした。

　
この結果、当第３四半期連結会計期間の営業収益は1,162百万円、営業費用は873百万円、経常利益は238百
万円となり、四半期純利益は134百万円となりました。
　

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりですが、第１四半期連結会計期間より事業区分につ

き以下の変更を行っております。
　

・投資顧問事業

従来、投資顧問事業については、運用対象により主務官庁が異なること等から商品投資顧問事業並びに

証券投資顧問事業と分けて表示して参りました。しかしながら、平成19年６月の子会社買収により連結営

業収益に占める割合が低下したこと、運用対象を横断的にとらえる法体系の整備も進みつつあること、顧

客に対するサービスの提供という観点から両事業の関連性が非常に高まっていることなどにより、第１

四半期連結会計期間から商品投資顧問事業と証券投資顧問事業を統一し、投資顧問事業として表示する

ことといたしました。

・プロップハウス事業

平成19年６月の旧三井物産フューチャーズ株式会社（現アストマックス・プロップ・トレーダーズ株

式会社）子会社化後、グループ全体の事業戦略の見直しを進めて参りました。その結果、第１四半期連結

会計期間よりアストマックス株式会社のディーリング部にて行っている事業とアストマックス・プロッ

プ・トレーダーズ株式会社のディーリング部にて行っている事業はそれぞれのビジネス・モデルを大き

く異にする別々の事業として経営戦略上位置づけ、推進していくことといたしました。このためセグメン

ト情報においても第１四半期連結会計期間からそれぞれディーリング事業とプロップハウス事業に分け

て表示することといたしました。

なお、平成20年７月１日にアストマックス・フューチャーズ株式会社をアストマックス・プロップ・

トレーダーズ株式会社に社名変更しております。
　

以下に記載しております営業収益などセグメント情報につきましては、この変更後のセグメントに組替

えた金額によっております。
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①  投資顧問事業

当事業では、国内外の商品先物市場及び金融商品市場を中心に、顧客資産の運用業務を行っている他、

年金基金に対してポートフォリオマネジメント業務を行っております。
　

当第３四半期連結会計期間の顧客運用資産残高推移は以下のとおりです。

・「ASTMAX Commodity Index（AMCI）」連動型運用プログラムの運用資産は、商品価格の下落による運

用資産の減少に投資家からの解約が重なり、12.3億円減少しました。

・運用プログラム「アストジェネシス」の運用資産は、4.2億円減少しました。

・運用プログラム「アストマックス・コモディティ・グローバル・マクロ」の運用資産は、0.3億円増加

しました。

・運用プログラム「コモディティ・バスケット型」の運用資産は、商品価格の下落に伴う資産の減少に

よって、1.8億円減少しました。

・商品運用に付随する債券運用戦略等の運用資産は、AMCI（商品指数）連動型の資産減少の影響を受け

て、18.0億円減少しました。

・ポートフォリオマネジメント業務の運用資産は、変化ありませんでした。

当事業全体の運用資産残高は、平成20年9月末の200億円から当第３四半期末には164億円に減少しまし

た。
　

以上の結果、投資顧問事業の当第３四半期連結会計期間の営業収益は49百万円、営業費用は117百万円、

営業損失は67百万円となりました。
　

②  ディーリング事業

当事業では、東京工業品取引所等国内商品先物市場を中心に、一部海外商品先物市場・OTC市場（※）

も利用してディーリング業務を行っております。

当第３四半期の市場環境に関しましては、世界的な金融市場の混乱及び景気減速見通しを受け、商品市

場は原油を中心に暴落の展開となりました。原油は１バレル100ドルレベルから40ドル割れまで下落、金

も１オンス900ドルレベルから700ドル割れまで大幅な下落となりました。金は年末にかけて最終的なリ

スクヘッジ商品としての側面が見直され一時850ドルを回復しましたが、原油は依然軟調な動きに終始し

ております。

このような環境下、デイトレード等短期売買に関する取引手法の見直しを行う一方、裁定取引に関しま

しても機動的なポジショニングを行うことにより、収益を拡大することができました。

また、当社ディーリング部の東京工業品取引所における取引高は第２四半期に引き続き当第３四半期

も第一位となりました。

　

以上の結果、当第３四半期連結会計期間の営業収益は720百万円、営業費用は380百万円、営業利益は339

百万円となりました。

（※）OTC市場とは、取引所を介さない相対取引の市場のこと。

　

③　プロップハウス事業

当事業では、原則として電子取引に限定した自己売買取引を実施しております。主たる市場は、東京工

業品取引所と東京穀物商品取引所でありますが、一部海外商品先物市場、外国通貨先物、株価指数先物お

よび非鉄金属のOTC取引も活用しております。

当第３四半期の市場環境に関しましては、世界の景況感の一層の悪化と金融機関やファンドを中心と

したリスク回避の動きを背景とした大量の手仕舞い売り圧力が市場を覆い、各商品価格は、10月、大幅に

下落しました。11月以降、貴金属は下げ止まりましたが、その他の商品はさらに下落基調をたどりました。

市場の流動性は第３四半期を通じて一段と低下しました。

このような環境下、前四半期に引き続き、日中の価格の上下変動幅を利用したデイトレードを中心とす

る短期売買や海外との価格差を利用した短期の裁定取引等に取り組みました。

　

以上の結果、当第３四半期連結会計期間の営業収益は380百万円、営業費用は302百万円、営業利益は78

百万円となりました。
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④　外国為替証拠金取引事業

当事業では、アストマックスFX株式会社におきまして、外国為替証拠金取引（FX取引）の専門業者とし

て、個人投資家向けを中心にオンライン取引のサービスを提供する業務を行っております。

当第３四半期の市場環境に関しましては、欧米金融機関の信用収縮による金融危機がさらに加速し、世

界的な同時株安や商品市場の大幅な下落を誘発しました。為替市場に関してはドル円相場が10月の１ド

ル＝106円台から12月には一時１ドル＝87円台をつけるなど米ドルの急速な下落とともに、円はユーロ等

の主要通貨や他の高金利通貨に対して全面高の展開となりました。

このような環境下、顧客口座数は順調に増加しましたが、円のキャリートレードを継続していた顧客を

中心に損失確定が進んだため、預り額および取引ボリュームは大幅に減少いたしました。
　

以上の結果、当第３四半期連結会計期間の営業収益は18百万円、営業費用は91百万円、営業損失は73百

万円となりました。
　

⑤  営業投資事業

当事業では、当社企業グループが運用するファンド等への自己資金を使った営業投資と、自己勘定での

債券先物への投資を行っております。

平成20年12月末現在における前者の営業投資勘定の投資対象ファンドは「アストジェネシスファン

ド」、「AMCIファンド」、「アストマックス・コモディティ・グローバル・マクロ・ファンド」となって

おります。コモディティ価格の大幅な下落に伴い、コモディティインデックス連動型の「AMCIファンド」

の純資産価額は平成20年９月末日比、約マイナス40％となったため減損処理を行い、当第３四半期連結会

計期間に３百万円の減損損失を計上いたしました。なお、当社企業グループが運用するファンド等への自

己資金を使った営業投資全体では、平成20年12月末現在で含み益が生じておりますが、分配等がなされて

おりませんので、営業収益には計上されておりません。

一方、債券先物運用の当第３四半期における運用成績は、マイナスとなりました。
　

以上の結果、営業投資事業の当第３四半期連結会計期間の営業収益は△２百万円、営業費用は19百万

円、営業損失は21百万円となりました。
　
なお、上記の事業の種類別の営業収益には、セグメント間の内部営業収益又は振替高３百万円が含まれて

おります。
　

所在地別業績については全セグメントの営業収益の合計額に占める「日本」の割合が90％を超えている

ため、記載を省略しております。
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(2) 財政状態の分析
　

（資産）

流動資産は、第２四半期連結会計期間末に比べて1.9％減少し、5,977百万円となりました。これは、差入

保証金が351百万円、金銭の信託が150百万円、繰延税金資産が32百万円減少し、現金及び預金が415百万円

増加したこと等によります。

固定資産は、第２四半期連結会計期間末に比べて5.7％減少し、1,372百万円となりました。これは、前払

年金費用が57百万円減少したこと等によります。

この結果、総資産は第２四半期連結会計期間末に比べて2.6％減少し、7,350百万円となりました。

　

（負債）

流動負債は、第２四半期連結会計期間末に比べて5.3％減少し、2,392百万円となりました。これは、外国

為替取引預り証拠金が363百万円減少し、インセンティブ給引当金が185百万円増加したこと等によりま

す。

固定負債は、第２四半期連結会計期間末に比べて16.7％減少し、486百万円となりました。これは、長期

借入金が76百万円、繰延税金負債が23百万円減少したこと等によります。

この結果、負債合計は第２四半期連結会計期間末に比べて7.4％減少し、2,878百万円となりました。

　

（純資産）

純資産合計は、第２四半期連結会計期間末に比べて0.7％増加し、4,471百万円となりました。これは、四

半期純利益により利益剰余金が134百万円増加し、自己株式の取得により106百万円減少したこと等によ

るものです。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の四半期末残高は、

第２四半期連結会計期間末に比べて115百万円増加し、2,289百万円となりました。当第３四半期連結会計

期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、497百万円となりました。これは主に、差入保証金の減少による収入

351百万円、金銭信託の減少による収入150百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は、299百万円となりました。これは主に、定期預金の預入による支出

300百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果支出した資金は、79百万円となりました。これは主に、短期借入金の返済による支出

175百万円、自己株式の取得による支出107百万円、長期借入金の返済による支出76百万円、短期借入金

による収入280百万円によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

昨年９月の米国大手証券会社リーマンブラザーズの破綻に端を発した世界同時金融危機は実体経済に

大きな影響を及ぼし、世界経済は急激な景気後退局面に突入いたしました。本年１月28日に発表された国

際通貨基金（IMF）の予測によれば今年の世界全体の経済成長率は第２次世界大戦後最悪の0.5％に留ま

り、主要先進国（日本、米国、EU）ではいずれもマイナス成長となるとのことです。このような状況下、国

際商品相場は最後の安全資産と目される金を除き暴落し、たとえば原油は昨年７月の史上最高値となっ

た１バレル当たり147ドルから30～40ドル台へと大きく下落しています。今回の事態は1929年の世界恐慌

に次ぐような出来事と言われており、国際商品市場を含め世界経済の今後は極めて予測の難しい領域に

踏み出したと言わざるを得ない状況です。従い、当社企業グループの各事業についても当然何らかの影響

を受けることは避けられないと思料しております。

当社企業グループの主要事業は前述のとおり、顧客資産の運用事業（投資顧問事業）と自己資産の運

用事業（ディーリング事業、プロップハウス事業及び営業投資事業）、それに前年度新たに加わりました

個人顧客向けブローキング事業（外国為替証拠金取引事業）の３つに分けられます。

顧客資産運用事業に関しましては、潜在的な成長余力が十分あると判断しております。これは、日本に

おける個人の金融資産約1,500兆円に占める預貯金の比率が欧米に比べて高く、今後投資信託等、資産運

用のプロが運用するファンドへの投資が伸びる余地がかなりある、と推測されること、また、その中でも、

伝統的な運用商品である株式や債券等への投資から、非伝統的な投資へのシフトが期待され、貴金属、エ

ネルギー、穀物等の商品(Commodity)が投資先として有望と考えられること、の２点によります。他の投資

顧問会社では商品での運用をほとんど取扱っていないため、商品での運用が可能であることは当社企業

グループの特徴となっております。商品での運用と、伝統的な株式や債券等の運用とを組み合わせること

で、ファンド全体のリスクを下げ、リターン向上の可能性を高める、と当社企業グループでは考えており

ます。事実、近年の原油や金相場の高騰により、商品に関心が集まり、銀行や年金基金等の機関投資家にも

運用資産の一部に商品を加える動きが見られました。しかしながら、世界同時金融危機発生以降は国内の

機関投資家等の新たなファンド等への投資意欲は急速に減退しており、回復には年単位の時間がかかる

と推察しております。

自己資産運用事業に関しまして、ディーリング事業及びプロップハウス事業では、マーケットメーカー

的業務を行うことで商品先物市場に流動性を付与し、対価として単位当たりでは僅かな収益を獲得すべ

く注力しております。また、東京工業品取引所等の国内商品先物市場と海外商品市場との裁定取引を積極

的に行っております。裁定取引とは、割高な市場で売りポジションを、割安な市場で買いポジションを同

時期に持ち、それらの値差が通常の状態に戻った時にそれぞれ反対売買を行うことによって収益を上げ

るものです。しかしながら、昨今の国内商品先物市場の流動性の低下により、ボラティリティ（価格変動

率）が高くなければ収益を上げにくい状況となっており、今後は国内商品先物市場への依存度を下げ、海

外商品市場への一層の展開や為替等金融商品の取扱い、顧客へのマーケットメイク業務、アルゴリズムト

レード（自動マーケットメイク）システムの開発、中国等海外市場への事業進出などを鋭意進めて行き

たいと考えております。なお、国内最大の商品取引所である東京工業品取引所では、流動性の回復等を目

的に海外の取引所と同様の取引環境を整備すべく今後取引24時間化や新取引システムの導入を予定して

おり、当社企業グループのディーリング事業及びプロップハウス事業の環境も大きく変わることが予想

されます。

個人顧客向けブローキング事業（外国為替証拠金取引事業）につきましては、昨年８月に事業の一部

をアイディーオー証券株式会社に吸収分割の形で事業譲渡し、残りましたデンマークSAXO銀行提供の取

引システムを利用した顧客向けFX事業に経営資源を投入し、業績の改善を狙い努力を重ねてまいりまし

た。しかしながら、昨年秋以降の世界的金融危機等経営環境の激変下、FX業者間の競争激化が重なり、業績

は低迷し、改善の見込みが立たない状況となっております。そこで、本日開催されました当社取締役会及

び同事業の推進母体である子会社アストマックスFX株式会社の取締役会にて、このSAXO銀行提供システ

ムによるFX事業を本年３月末までに終了させることを決議いたしました。子会社アストマックスFX株式

会社につきましては、売却もしくは清算をする予定でおります。
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(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社企業グループの経営陣は、現状の事業環境及び入手可能な情報に基づきまして最善の経営方針を

立案するよう努めておりますが、当社を取り巻く経営環境は、内外の商品先物市場等の動向、金融市場動

向等の諸経済情勢により大きく影響を受けるものとなっております。このため、商品先物市場等に関する

情報を幅広く入手し、市場動向に迅速に対応すべく努力しておりますが、業績と事業計画に大きな乖離が

生じる可能性がある場合には、事業計画を抜本的に見直し、環境変化への適応を適切に行う所存でありま

す。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容
帳簿価額（千円） 従業員数

（名）器具及び備品

提出会社
本社(東京都
渋谷区)

ディーリング事業
電子計算機（サーバー）、PC
関連

4,14315

(注)　金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

第２四半期連結会計期間末に計画中であった、提出会社ディーリング事業の設備につきましては、上記

（1）主要な設備の状況 へ記載のとおり取得を行い、平成20年11月に完了いたしました。

なお、第２四半期連結会計期間末に計画していた設備計画は、投資予定総額23,000千円でしたが、上記

帳簿価額（4,143千円）に減少しております。本件は東京工業品取引所にて本年５月に導入予定の取引新

システムに対応する当社側でのシステム開発費用としてアストマックス・プロップ・トレーダーズ株式

会社との共同開発を念頭に予算計上していたものです。

しかしながら、最終的には社外システムを採用することになったため、資産計上すべき金額は前述のと

おり大幅に抑えることができました。このため、この金額は提出会社のみにて認識しております。一方、シ

ステム供給者に対する年間使用料（年額：約43,000千円）が発生する予定です。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 360,000

計 360,000

　

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 127,996 127,996
ジャスダック
証券取引所

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 127,996 127,996 ― ―

(注)  単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

株主総会の特別決議日(平成16年１月21日)：新株予約権割当契約日(平成16年２月12日)

第３四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数(個) 315（注１)

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ─

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株制度の採用はありません。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 3,150

新株予約権の行使時の払込金額(円) 30,000

新株予約権の行使期間 平成18年２月１日～平成24年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　30,000
資本組入額　15,000

新株予約権の行使の条件

①上記行使期間にかかわらず、当社が日本国内の証券取引所に上場さ
れるまで、又は店頭市場に上場されるまでは、新株予約権を行使でき
ない。

②権利行使時において当社または当社子会社の取締役および従業員の
地位にあることを要する。

③新株予約権者の相続人による本新株予約権の相続は認めない。
④その他の条件については新株予約権者と締結する「新株予約権付与
契約書」による。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡及び質入等の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─
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(注) １　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、発行対象者の退職による権利喪失に伴い新株予約権

の数及び新株予約権の目的となる株式の数を減じております。

２　新株予約権発行日以降に当社が株式分割または株式併合を行う場合、各発行対象者の1個あたりの新株予約権

の行使により発行される株式の数は、次の算式により調整されます。なお、かかる調整は当該時点においてそ

の者が新株予約権を行使していない目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる1株未満の株式

については切り捨てます。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

３　新株予約権発行日以降に当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算

式により払込金額を調整し、調整の結果生じる1円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額　＝　調整前払込金額　×　
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式を処分する場合（新株予

約権の行使によるものを除く）は、次の算式により払込む金額を調整し、調整の結果生じる1円未満の端数は

切り上げます。

調整後払込金額　＝　調整前払込金額　×
既発行株式数　＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

新株発行前の株価

既発行株式数　＋　新規発行株式数

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分

する自己株式数」に読み替えるものとします。

４　新株予約権の消却及び取得の条件については以下のとおりであります。

(1) 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案並

びに株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、新株予約権は無償で消却することができる。

(2) 新株予約権者が権利行使をする前に、上記「新株予約権の行使の条件」の②に規定する条件に該当しなく

なったため新株予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で取得することができる。

(3) 当社は、いつでも、当社が取得し保有する未行使の新株予約権を、無償にて消却することができるものとす

る。
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株主総会の特別決議日(平成16年６月25日)：新株予約権割当契約日(平成17年１月14日)

第３四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数(個) 46(注１)

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ─

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株制度の採用はありません。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 460

新株予約権の行使時の払込金額(円) 30,000

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日～平成24年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　30,000
資本組入額　15,000

新株予約権の行使の条件

①上記行使期間にかかわらず、当社が日本国内の証券取引所に上場さ
れるまで、又は店頭市場に上場されるまでは、新株予約権を行使でき
ない。

②権利行使時において当社または当社子会社の取締役及び従業員の地
位にあることを要する。

③新株予約権者の相続人による本新株予約権の相続は認めない。
④その他の条件については新株予約権者と締結する「新株予約権付与
契約書」による。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡及び質入等の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

(注) １　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、発行対象者の退職による権利喪失に伴い新株予約権

の数及び新株予約権の目的となる株式の数を減じております。

２　新株予約権発行日以降に当社が株式分割または株式併合を行う場合、各発行対象者の1個あたりの新株予約権

の行使により発行される株式の数は、次の算式により調整されます。なお、かかる調整は当該時点においてそ

の者が新株予約権を行使していない目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる1株未満の株式

については切り捨てます。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

３　新株予約権発行日以降に当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算

式により払込金額を調整し、調整の結果生じる1円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額　＝　調整前払込金額　×　
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式を処分する場合（新株予

約権の行使によるものを除く）は、次の算式により払込む金額を調整し、調整の結果生じる1円未満の端数は

切り上げます。

調整後払込金額　＝　調整前払込金額　×
既発行株式数　＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

新株発行前の株価

既発行株式数　＋　新規発行株式数

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式
にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分
する自己株式数」に読み替えるものとします。

４　新株予約権の消却及び取得の条件については以下のとおりであります。

(1) 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案並

びに株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、新株予約権は無償で消却することができる。

(2) 新株予約権者が権利行使をする前に、上記「新株予約権の行使の条件」の②に規定する条件に該当しなく

なったため新株予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で取得することができる。

(3) 当社は、いつでも、当社が取得し保有する未行使の新株予約権を、無償にて消却することができるものとす

る。
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株主総会の特別決議日(平成16年６月25日)：新株予約権割当契約日(平成17年６月24日)

第３四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数(個) 39(注１)

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ─

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株制度の採用はありません。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 390

新株予約権の行使時の払込金額(円) 30,000

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日～平成24年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　30,000
資本組入額　15,000

新株予約権の行使の条件

①上記行使期間にかかわらず、当社が日本国内の証券取引所に上場さ
れるまでは、新株予約権を行使できない。

②権利行使時において当社または当社子会社の取締役及び従業員の地
位にあることを要する。

③新株予約権者の相続人による本新株予約権の相続は認めない。
④その他の条件については新株予約権者と締結する「新株予約権付与
契約書」による。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡及び質入等の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

(注) １　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、発行対象者の退職による権利喪失に伴い新株予約権

の数及び新株予約権の目的となる株式の数を減じております。

２　新株予約権発行日以降に当社が株式分割または株式併合を行う場合、各発行対象者の1個あたりの新株予約権

の行使により発行される株式の数は、次の算式により調整されます。なお、かかる調整は当該時点においてそ

の者が新株予約権を行使していない目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる1株未満の株式

については切り捨てます。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

３　新株予約権発行日以降に当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算

式により払込金額を調整し、調整の結果生じる1円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額　＝　調整前払込金額　×　
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式を処分する場合（新株予

約権の行使によるものを除く）は、次の算式により払込む金額を調整し、調整の結果生じる1円未満の端数は

切り上げます。

調整後払込金額　＝　調整前払込金額　×
既発行株式数　＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

新株発行前の株価

既発行株式数　＋　新規発行株式数

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分

する自己株式数」に読み替えるものとします。

４　新株予約権の消却及び取得の条件については以下のとおりであります。

(1) 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案並

びに株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、新株予約権は無償で消却することができる。

(2) 新株予約権者が権利行使をする前に、上記「新株予約権の行使の条件」の②に規定する条件に該当しなく

なったため新株予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で取得することができる。

(3) 当社は、いつでも、当社が取得し保有する未行使の新株予約権を、無償にて消却することができるものとす

る。
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会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

株主総会の特別決議日(平成19年６月27日)：新株予約権割当契約日(平成19年12月21日)

第３四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数(個) 483

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) 91

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株制度の採用はありません。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 483

新株予約権の行使時の払込金額(円) 43,013

新株予約権の行使期間 平成21年12月22日～平成24年６月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　43,013
資本組入額　21,507

新株予約権の行使の条件

①本新株予約権者は権利行使時においても当社の取締役、監査役、従業
員、子会社取締役、監査役及び従業員のいずれかの地位であることを
要する。

②本新株予約権の譲渡、質入れその他担保設定及び相続は認めない。
③その他本新株予約権の割当に関する条件については、当社と本新株
予約権の割当を受ける者との間で締結する契約による。

新株予約権の譲渡に関する事項 本新株予約権の譲渡、質入れその他担保設定及び相続は認めない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

(注) １　当社が株式分割または株式併合を行う場合、本新株予約権1個当たりの目的である株式の数は、次の算式により

調整されます。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない本新株予約権の目的

となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる1株未満の端数については切り捨てます。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

上記のほか、割当日後、株主への無償割当て等、株式数の変更を必要とするやむを得ない事由が生じた時は、合

理的な範囲で、必要な調整を行うことができるものとします。

２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額（本新株予約権の行使により交付を受け

ることができる株式１株当たりの払込金額）を調整し、調整の結果生じる1円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×　
１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使により新

株式を発行する場合を除く）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り

上げます。

調整後
行使価額

調整前
行使価額

既発行株式数 ＋
新規発行（処分）株式数×１株当たりの払込金額

＝ × 新規発行（処分）前の時価

既発行株式数　＋　新規発行（処分）株式数

上記のほか、割当日後、株主への無償割当て等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた時は、

合理的な範囲で、行使価額は適正に調整されるものとします。

３　本新株予約権者が、上記「新株予約権の行使の条件」の①の条件を満たさなくなった場合、その他の理由の如

何を問わず権利を行使することができなくなった場合、当該本新株予約権について、当社はこれを無償で取得

できる。
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株主総会の特別決議日(平成19年６月27日)：新株予約権割当契約日(平成20年５月19日)

第３四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数(個) 513

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) 27

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株制度の採用はありません。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 513

新株予約権の行使時の払込金額(円) 30,900

新株予約権の行使期間 平成22年５月20日～平成24年６月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　30,900
資本組入額　15,450

新株予約権の行使の条件

①本新株予約権者は権利行使時においても当社の取締役、監査役、従業
員、子会社取締役、監査役及び従業員のいずれかの地位であることを
要する。

②本新株予約権の譲渡、質入れその他担保設定及び相続は認めない。

新株予約権の譲渡に関する事項 本新株予約権の譲渡、質入れその他担保設定及び相続は認めない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

(注) １　当社が株式分割または株式併合を行う場合、本新株予約権1個当たりの目的である株式の数は、次の算式により

調整されます。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない本新株予約権の目的

となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる1株未満の端数については切り捨てます。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

上記のほか、割当日後、株主への無償割当て等、株式数の変更を必要とするやむを得ない事由が生じた時は、合

理的な範囲で、必要な調整を行うことができるものとします。

２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額（本新株予約権の行使により交付を受け

ることができる株式１株当たりの払込金額）を調整し、調整の結果生じる1円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×　
１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使により新

株式を発行する場合を除く）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り

上げます。

調整後
行使価額

調整前
行使価額

既発行株式数 ＋
新規発行（処分）株式数×１株当たりの払込金額

＝ × 新規発行（処分）前の時価

既発行株式数　＋　新規発行（処分）株式数

上記のほか、割当日後、株主への無償割当て等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた時は、

合理的な範囲で、行使価額は適正に調整されるものとします。

３　本新株予約権者が、上記「新株予約権の行使の条件」の①の条件を満たさなくなった場合、その他の理由の如

何を問わず権利を行使することができなくなった場合、当該本新株予約権について、当社はこれを無償で取得

できる。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年10月１日 ～
平成20年12月31日

─ 127,996 ─ 1,720,000 ─ 1,245,150

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式   1,675

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 126,321 126,321
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 ─ ― ─

発行済株式総数 127,996 ― ―

総株主の議決権 ― 126,321 ―

(注) 単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）
アストマックス株式会社

東京都渋谷区
恵比寿一丁目
20番18号

1,675 ─ 1,675 1.31

計 ― 1,675 ─ 1,675 1.31

（注）当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は6,409株、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は5.0％であ

ります。
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 29,00032,00026,88023,40028,88028,90024,60023,94023,900

最低(円) 25,00025,50021,65018,60012,60019,20011,90019,20019,800

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 新任役員

該当事項はありません。

　

(2) 退任役員

該当事項はありません。

　

(3) 役職の異動

氏名 新役名及び職名 旧役名及び職名 異動年月日

牛嶋 英揚

代表取締役社長
ディーリング部門長
業務部門長

情報システム部長
ディーリング委員会委員長 
内部監査委員会委員長
内部統制委員会委員長

代表取締役社長
ディーリング部門長
業務部門長

ディーリング委員会委員長

平成20年10月１日

代表取締役社長
ディーリング部門長
業務部門長

情報システム部長
ディーリング委員会委員長
内部監査委員会委員長

代表取締役社長
ディーリング部門長
業務部門長

情報システム部長
ディーリング委員会委員長 
内部監査委員会委員長
内部統制委員会委員長

平成20年11月１日

小島 健太郎

専務取締役
管理部門長
総務部長
人事部長

コンプライアンス・法務部長

専務取締役
管理部門長
総務部長
人事部長

平成20年10月１日

専務取締役
管理部門長
総務部長
人事部長

コンプライアンス・法務部長
内部統制委員会委員長

専務取締役
管理部門長
総務部長
人事部長

コンプライアンス・法務部長

平成20年11月１日

専務取締役
管理部門長
総務部長
人事部長

内部統制委員会委員長

専務取締役
管理部門長
総務部長
人事部長

コンプライアンス・法務部長
内部統制委員会委員長

平成20年11月25日

専務取締役
管理部門長
人事部長

内部統制委員会委員長

専務取締役
管理部門長
総務部長
人事部長

内部統制委員会委員長

平成21年１月１日

小幡 健太郎

常務取締役
アセット・マネジメント部門

副部門長
運用部長

常務取締役
運用部長

平成21年１月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 2,589,299

※1
 2,780,552

営業未収入金 33,833 47,226

有価証券 － 325,230

差入保証金 ※1
 2,291,750

※1
 1,241,825

未収還付法人税等 1,429 43,299

金銭の信託 ※1
 700,000

※1
 1,420,000

繰延税金資産 124,323 94,987

その他 237,177 144,024

流動資産合計 5,977,813 6,097,147

固定資産

有形固定資産

建物 70,338 70,338

減価償却累計額 △18,930 △11,988

建物（純額） 51,407 58,350

器具及び備品 98,112 81,483

減価償却累計額 △59,816 △45,425

器具及び備品（純額） 38,296 36,057

有形固定資産合計 89,704 94,407

無形固定資産 14,725 31,012

投資その他の資産

投資有価証券 567,306 315,699

出資金 40,108 60,938

長期差入保証金 611,501 637,854

長期未収入金 32,073 33,218

保険積立金 33,734 37,952

その他 4,055 29,888

貸倒引当金 △20,277 △20,522

投資その他の資産合計 1,268,501 1,095,029

固定資産合計 1,372,931 1,220,449

資産合計 7,350,745 7,317,597
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 2,879 9,635

短期借入金 350,000 236,100

1年内返済予定の長期借入金 152,553 162,553

1年内償還予定の社債 20,000 20,000

未払金 122,305 409,899

未払費用 49,739 17,811

未払法人税等 221,453 27,823

外国為替取引預り証拠金 831,249 1,396,299

賞与引当金 21,187 48,815

インセンティブ給引当金 230,953 26,481

その他 390,174 14,775

流動負債合計 2,392,496 2,370,195

固定負債

社債 20,000 30,000

長期借入金 411,893 564,446

繰延税金負債 1,419 11,829

退職給付引当金 46,316 45,062

損害賠償引当金 6,700 6,700

固定負債合計 486,329 658,038

負債合計 2,878,825 3,028,233

純資産の部

株主資本

資本金 1,720,000 1,720,000

資本剰余金 1,245,150 1,245,150

利益剰余金 1,630,293 1,333,329

自己株式 △150,577 －

株主資本合計 4,444,866 4,298,480

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 27,175 △4,045

為替換算調整勘定 △8,185 △6,593

評価・換算差額等合計 18,989 △10,638

新株予約権 8,063 1,521

純資産合計 4,471,919 4,289,363

負債純資産合計 7,350,745 7,317,597
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業収益

投資顧問事業収益 141,666

ディーリング事業収益 1,766,411

プロップハウス事業収益 939,104

外国為替証拠金取引収益 72,124

営業投資収益 △27,912

営業収益合計 2,891,393

営業費用 ※
 2,375,226

営業利益 516,167

営業外収益

受取利息 8,770

業務受託料 6,174

その他 4,580

営業外収益合計 19,525

営業外費用

支払利息 19,195

為替差損 26,454

その他 1,789

営業外費用合計 47,438

経常利益 488,254

特別利益

貸倒引当金戻入額 245

事業譲渡益 47,044

特別利益合計 47,289

特別損失

特別退職金 3,297

情報提供契約解約損失 2,039

システム移設費用 5,596

減損損失 14,105

特別損失合計 25,039

税金等調整前四半期純利益 510,504

法人税、住民税及び事業税 222,567

法人税等調整額 △39,745

法人税等合計 182,822

四半期純利益 327,682
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

営業収益

投資顧問事業収益 49,997

ディーリング事業収益 720,268

プロップハウス事業収益 380,599

外国為替証拠金取引収益 18,064

営業投資収益 △6,042

営業収益合計 1,162,887

営業費用 ※
 873,348

営業利益 289,538

営業外収益

受取利息 748

保険解約返戻金 1,929

業務受託料 1,327

その他 1,664

営業外収益合計 5,669

営業外費用

支払利息 5,694

為替差損 49,455

その他 1,273

営業外費用合計 56,423

経常利益 238,783

特別利益

貸倒引当金戻入額 95

特別利益合計 95

特別損失

システム移設費用 2,271

減損損失 14,105

その他 908

特別損失合計 17,286

税金等調整前四半期純利益 221,592

法人税、住民税及び事業税 77,790

法人税等調整額 9,413

法人税等合計 87,204

四半期純利益 134,388
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 510,504

減価償却費 26,984

賞与引当金の増減額（△は減少） △27,627

インセンティブ給引当金の増減額（△は減少） 204,471

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,211

貸倒引当金の増減額（△は減少） △245

受取利息及び受取配当金 △8,770

支払利息 19,195

事業譲渡損益（△は益） △47,044

システム移設費用 5,596

減損損失 14,105

特別退職金 3,297

未収入金の増減額（△は増加） 81,428

前払年金費用の増減額（△は増加） △40,237

未払金の増減額（△は減少） △280,947

未払費用の増減額（△は減少） 31,859

預り金の増減額（△は減少） 72,361

売却借入商品の増減額（△は減少） 160,940

取引所出資金等の増減額（△は増加） 20,830

差入保証金の増減額（△は増加） △1,024,889

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 119,843

自己先物取引差金（借方）の増減額（△は増
加）

23,518

外国為替預り証拠金の増減額（△は減少） △565,049

金銭信託の増減額（△は増加） 720,000

外国為替証拠金取引分別預金の増減額（△は増
加）

15,842

その他 △55,498

小計 △13,317

利息及び配当金の受取額 8,245

利息の支払額 △18,730

システム移設費用の支払額 △5,596

特別退職金の支払額 △7,489

退職年金資産の返還による収入 65,821

法人税等の支払額 △23,697

法人税等の還付額 42,098

営業活動によるキャッシュ・フロー 47,333

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △300,000

投資有価証券の取得による支出 △15,000

保険積立金の積立による支出 △700

保険積立金の解約による収入 7,109

有形固定資産の取得による支出 △17,073

無形固定資産の取得による支出 △2,738

敷金及び保証金の回収による収入 1,201

事業譲渡による収入 47,044

投資活動によるキャッシュ・フロー △280,157
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（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 470,000

短期借入金の返済による支出 △356,100

長期借入金の返済による支出 △162,553

社債の償還による支出 △10,000

自己株式の取得による支出 △151,932

配当金の支払額 △30,037

財務活動によるキャッシュ・フロー △240,623

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,963

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △475,410

現金及び現金同等物の期首残高 2,764,710

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,289,299

EDINET提出書類

アストマックス株式会社(E05582)

四半期報告書

26/39



【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１　会計方針の変更

(1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

   「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号)を第１四

半期連結会計期間から適用し、トレーディング目的で保有する棚卸資産の評価基準については、低価法から時価

法に変更しております。なお、当該変更に伴う損益及びセグメント情報に与える影響はございません。

(2) 事業区分の変更

第１四半期連結会計期間より事業の種類別セグメント情報における事業区分を変更しております。この変更内

容及び当第３四半期連結累計期間に与える影響額につきましては、「第５ 経理の状況  １ 四半期連結財務諸表

 注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりであります。

 

　

【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　分別管理資産

  金融商品取引法第43条の3及び金融商品取引業等に
関する内閣府令第143条並びに第145条の規定に基づい
て所定の金融機関に分別管理している資産は、次のと
おりであります。
 

※１　分別管理資産

  金融商品取引法第43条の3及び金融商品取引業等に
関する内閣府令第143条並びに第145条の規定に基づい
て所定の金融機関に分別管理している資産は、次のと
おりであります。
 

金銭の信託 700,000千円

差入保証金 241,919千円

合　計 941,919千円

現金及び預金 15,842 千円

金銭の信託 1,420,000 千円

差入保証金 239,031 千円

合　計 1,674,873 千円
※２　担保資産
  担保に供されている資産について、事業の運営にお
いて重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に
比べて著しい変動が認められるもの
 

現金及び預金 300,000千円

合　計 300,000千円

  上記は、連結子会社であるアストマックスFX株式会
社において、銀行より外国為替証拠金取引のカバー取
引先に対し、契約履行保証として銀行保証状の発行を
受け、その担保として定期預金を差入れております。
 
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日  
至　平成20年12月31日)

※　営業費用の主なもの

商品取引所定率会費 333,680 千円

役員報酬 105,969 千円

給与手当 440,315 千円

賞与 42,042 千円

賞与引当金繰入額 21,187 千円

インセンティブ給 271,773 千円

インセンティブ給引当金繰入額 230,953 千円

法定福利費 71,981 千円

退職給付費用 △ 21,218千円

株式報酬費用 6,542千円

地代家賃 116,397 千円

減価償却費 26,984 千円

入会金償却 100 千円
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第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日  
至　平成20年12月31日)

※　営業費用の主なもの

商品取引所定率会費 117,673 千円

役員報酬 36,102 千円

給与手当 146,015 千円

賞与 9,376 千円

賞与引当金繰入額 21,187 千円

インセンティブ給引当金繰入額 185,991 千円

法定福利費 25,955 千円

退職給付費用 △ 1,591千円

株式報酬費用 2,362千円

地代家賃 38,831 千円

減価償却費 9,581 千円

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日  
至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
平成20年12月31日現在

現金及び預金 2,589,299千円

預入期間が３か月超の

定期預金
△300,000千円

現金及び現金同等物 2,289,299千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)及び

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日 至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 127,996

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 6,409

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)
当第３四半期

連結会計期間末残高
(千円)

提出会社 普通株式 ─ 8,063

合計 ─ 8,063

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 30,719 240平成20年３月31日 平成20年６月27日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項
(単位：千円)

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

前連結会計年度末残高 1,720,0001,245,1501,333,329 ─ 4,298,480

当第３四半期連結会計期間末までの
変動額

　剰余金の配当 (注１) ─ ─ △30,719 ─ △30,719

　四半期純利益 ─ ─ 327,682 ─ 327,682

　自己株式の取得 (注２) ─ ─ ─ △150,577△150,577

当第３四半期連結会計期間末までの
変動額合計

─ ─ 296,963△150,577146,386

当第３四半期連結会計期間末残高 1,720,0001,245,1501,630,293△150,5774,444,866

(注) １  剰余金の配当の詳細につきましては、「４ 配当に関する事項 (1) 配当金支払額」に記載のとおりでありま

す。

２  平成20年8月から12月にかけて市場内取引を通じて取得し、取得価額の総額は150,577千円となっております。
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(リース取引関係)

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日 至　平成20年12月31日)及び

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日 至　平成20年12月31日)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を

行っておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著

しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、か

つ、当該その他有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に、前連結会計年度の末日に比べ

て著しい変動が見られます。

　

その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(千円)

四半期
連結貸借対照表計上額

(千円)

差額
(千円)

　　株式 ─ ─ ─

　　債券 ─ ─ ─

　　その他 406,273 433,448 27,175

計 406,273 433,448 27,175

(注) １  表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額です。

２  減損処理にあたっては時価が取得原価に比べ50％程度以上下落しているものについては、合理的な反証が無

い限り、時価が取得原価まで回復する見込みの無い著しい下落とみなし、減損処理を行っております。また、

50％程度以下の下落であっても、30％以上下落しているものについては、その下落状況が継続しているものに

ついて、財政状態や営業状況を個別に検討し、時価が取得原価まで回復する可能性が乏しいと判断された場合

は、減損処理することとしております。

当第３四半期連結会計期間の減損処理額は、次のとおりであります。

その他　3,726千円
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(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末 (平成20年12月31日)

対象物の種類が商品及び通貨関連のデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なも

のとなっており、かつ、当該取引の契約額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が

認められます。

１ 商品関連

種類
契約額等
(千円)

時価
(千円)

評価損益
(千円)

先物取引

貴金属

売建 10,583,69410,880,074△ 296,380

買建 10,704,78711,062,568357,781

アルミニウム

売建 ─ ─ ─

買建 11,37311,335 △ 38

石油

売建 817,292764,60352,688

買建 886,818852,726△ 34,091

農産物

売建 3,700 3,288 412

買建 3,684 3,322 △ 362

砂糖

売建 34,84732,400 2,447

買建 29,38827,031△ 2,357

ゴム

売建 69,38869,355 32

買建 79,35278,938△ 414

先渡取引

アルミニウム

売建 405,386194,793210,592

買建 403,316183,880△ 219,435

計 ─ ─ 70,875

（注）時価の算定方法

①先物取引：各取引所における最終価格によっております。

②先渡取引：ロンドン金属取引所（LME）における価格によっております。

　

２ 通貨関連

種類
契約額等
(千円)

時価
(千円)

評価損益
(千円)

先物取引

売建 4,338,0694,317,54420,524

買建 37,738 37,653 △85

外国為替証拠金取引

売建 8,032,3507,928,294104,056

買建 8,032,3507,928,294△104,056

計 ─ ─ 20,439

（注）時価の算定方法

①先物取引：各取引所における最終価格によっております。

②外国為替証拠金取引：取引先金融機関から提示された価格によっております。
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(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間において、新たに付与したストック・オプションはありません。

　

　

(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

投資
顧問事業
(千円)

ディーリ
ング事業
(千円)

プロップ
ハウス
事業
(千円)

外国為替
証拠金
取引事業
(千円)

営業投資
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

営業収益

(1) 外部顧客に
対する営業収益

49,997720,268380,59918,064△6,0421,162,887― 1,162,887

(2) セグメント間の
内部営業収益又
は振替高

― ― ― ― 3,925 3,925(3,925) ―

計 49,997720,268380,59918,064△2,1171,166,812(3,925)1,162,887

営業利益又は
営業損失（△)

△67,661339,85478,125△73,740△21,749254,82734,710289,538

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

投資
顧問事業
(千円)

ディーリ
ング事業
(千円)

プロップ
ハウス
事業
(千円)

外国為替
証拠金
取引事業
(千円)

営業投資
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

営業収益

(1) 外部顧客に
対する営業収益

141,6661,766,411939,10472,124△27,9122,891,393― 2,891,393

(2) セグメント間
の内部営業収益
又は振替高

― ― ― ― 11,23111,231(11,231) ―

計 141,6661,766,411939,10472,124△16,6812,902,625(11,231)2,891,393

営業利益又は
営業損失（△)

△202,897717,150176,005△201,600△74,955413,702102,464516,167

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の概要

(1) 投資顧問事業………………顧客との投資顧問契約に基づき、顧客資産を運用し、報酬を得る事業

(2) ディーリング事業…………当社の自己資産を、主として国内外の商品先物市場、商品OTC市場等で運用する事

業。デイトレード、裁定取引及びマーケットメイクを行う事業

(3) プロップハウス事業………当社の自己資産を、商品・金融・証券市場で運用する事業。原則として、先物・オ

プションを対象にデイトレードを中心とする取引を行う事業

(4) 外国為替証拠金取引事業…個人投資家向けに外国為替証拠金取引のオンライン・サービスを提供し、収益を

上げる事業

(5) 営業投資事業………………当社運用ファンドに当社資金を投資して収益を上げる事業、並びに証券市場で自

己資金を使用して売買し収益を上げる事業

３　事業区分の変更

①投資顧問事業

従来、投資顧問事業については、運用対象により主務官庁が異なること等から商品投資顧問事業並びに証券

投資顧問事業と分けて表示して参りました。しかしながら、前期６月の子会社買収により連結営業収益に占め

る割合が低下したこと、運用対象を横断的にとらえる法体系の整備も進みつつあること、顧客に対するサービ

スの提供という観点から両事業の関連性が非常に高まっていることなどにより、第１四半期連結会計期間か

ら商品投資顧問事業と証券投資顧問事業を統一し、投資顧問事業として表示することといたしました。

従来の事業区分では、当第３四半期連結累計期間の商品投資顧問事業の営業収益は120,217千円、営業損失

は132,715千円であり、証券投資顧問事業の営業収益は21,449千円、営業損失は70,181千円であります。
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②プロップハウス事業

前期６月の旧三井物産フューチャーズ株式会社（現アストマックス・プロップ・トレーダーズ株式会社）

子会社化後、グループ全体の事業戦略の見直しを進めて参りました。その結果、第１四半期連結会計期間より

アストマックス株式会社のディーリング部にて行っている事業とアストマックス・プロップ・トレーダーズ

株式会社のディーリング部にて行っている事業はそれぞれのビジネス・モデルを大きく異にする別々の事業

として経営戦略上位置づけ、推進していくことといたしました。このためセグメント情報においても第１四半

期連結会計期間からそれぞれディーリング事業とプロップハウス事業に分けて表示することといたしまし

た。

この結果、従来の方法と比較して、当第３四半期連結累計期間のディーリング事業の営業収益は939,104千

円減少、営業利益は176,005千円減少しており、プロップハウス事業については、それぞれ同額増加しておりま

す。

③ 商品先物取引受託事業

商品先物取引受託事業については、従来区分掲記しておりましたが、平成19年9月28日に同事業をドットコ

モディティ株式会社に事業譲渡し、その後平成20年１月11日に商品取引員の廃業届を主務省に提出して同事

業より完全に撤退したため、第１四半期連結会計期間より当該セグメントを廃止しております。
　
４  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更 １ 会計方針の変更 (1) 棚卸資産の評

価に関する会計基準の適用」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計

基準」(企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号)を適用しております。なお、当該変更に

伴う影響はございません。

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

全セグメントの営業収益の合計に占める日本の割合が90％を超えるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

　

　

【海外営業収益】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

シンガポール その他の地域 計

Ⅰ　海外営業収益(千円) 599,721 164,362 764,084

Ⅱ　連結営業収益(千円) ― ― 1,162,887

Ⅲ　連結営業収益に占める
　　海外営業収益の割合(％)

51.6 14.1 65.7

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２ その他の地域の区分に属する主な国又は地域・・・・・・英国、英領ケイマン諸島、米国、デンマーク

３ 海外営業収益は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における営業収益であります。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

シンガポール その他の地域 計

Ⅰ　海外営業収益(千円) 1,011,294 90,051 1,101,345

Ⅱ　連結営業収益(千円) ― ― 2,891,393

Ⅲ　連結営業収益に占める
　　海外営業収益の割合(％)

35.0 3.1 38.1

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２ その他の地域の区分に属する主な国又は地域・・・・・・英国、英領ケイマン諸島、米国、デンマーク

３ 海外営業収益は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における営業収益であります。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

36,713.27円 33,499.81円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 4,471,919 4,289,363

普通株式に係る純資産額(千円) 4,463,855 4,287,841

差額の主な内訳(千円)

　新株予約権 8,063 1,521

普通株式の発行済株式数(株) 127,996 127,996

普通株式の自己株式数(株) 6,409 ─

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数(株)

121,587 127,996

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 2,585.94円

潜在株式調整後
 １株当たり四半期純利益

─

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。

２ １株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 327,682

普通株式に係る四半期純利益(千円) 327,682

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(株) 126,717

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

新株予約権１種類（新株
予約権の数513個）。
なお、新株予約権の概要
は、「第４提出会社の状
況、１株式等の状況、(2)
新株予約権等の状況」に
記載のとおりでありま
す。
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第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 1,079.46円

潜在株式調整後
 １株当たり四半期純利益

─

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。

２ １株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 134,388

普通株式に係る四半期純利益(千円) 134,388

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(株) 124,496

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

新株予約権１種類（新株
予約権の数513個）。
なお、新株予約権の概要
は、「第４提出会社の状
況、１株式等の状況、(2)
新株予約権等の状況」に
記載のとおりでありま
す。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月10日

アストマックス株式会社

取 締 役 会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　小　澤　裕　治　　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　伊　藤　志　保　　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアス

トマックス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成

20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アストマックス株式会社及び連結子会社の平

成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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